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宅地建物取引業者名簿登載事項変更届出書

（第一面）

下記のとおり、宅地建物取引業者名簿の登載事項のうち、

　(1)商号又は名称　(2)代表者又は個人　(3)役員　(4)事務所　(5)政令第2条の2で定める使用人

　(6)専任の宅地建物取引士　について変更がありましたので、宅地建物取引業法第9条の規定により届け出ます。

令和　　年　　月　　日

殿

届出者
 eq \o\ad(商号又は名称,　　　　　　　　)

 eq \o\ad(郵便番号,　　　　　　　　)（　　　－　　　　　）


 eq \o\ad(主たる事務所の,　　　　　　　　)

 eq \o\ad(所在地,　　　　　　　　)

 eq \o\ad(氏名,　　　　　　　　)

（法人にあっては、代表者の氏名）


 eq \o\ad(電話番号,　　　　　　　　)（　　　　）　　　　　－


ファクシミリ番号（　　　　）　　　　　－

　　　　　　　受付番号　　　　　　　　受付年月日　　　　　　　届出時の免許証番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　）
	
	
	
	
	
	


項番　　◎商号又は名称

	11
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　)
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	商号又は名称
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	
	フリガナ
	
	
	

	
	商号又は名称
	
	
	


　　　　◎代表者又は個人に関する事項

	12
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	1.就退任

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(役名コード,　　　　　　　)
	
	
	
	
	2. eq \o\ad(氏名,　　　)

	
	
	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日



	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	 eq \o\ad(変更前,　　　　　　　)
	役名コード
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	


（第二面）

	2
	4
	0


　　　　　　受付番号　　　　　　　届出時の免許証番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　）
	
	
	
	
	
	


項番　　◎役員に関する事項（法人の場合）

	21
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	1.就退任

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(役名コード,　　　　　　　)
	
	
	
	
	2. eq \o\ad(氏名,　　　)

	
	
	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日



	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	 eq \o\ad(変更前,　　　　　　　)
	役名コード
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	



	21
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	1.就退任

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(役名コード,　　　　　　　)
	
	
	
	
	2. eq \o\ad(氏名,　　　)

	
	
	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日



	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	 eq \o\ad(変更前,　　　　　　　)
	役名コード
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	


（第三面）

	2
	5
	0


　　　　　　受付番号　　　　　　　届出時の免許証番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　）
	
	
	
	
	
	


項番

	30
	
	 eq \o\ad(事務所の別,　　　　　　　)
	
	1.主たる事務所　2.従たる事務所
	 eq \o\ad(事務所コード,　　　　　　　)
	
	
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(事務所の名称,　　　　　　　)
	
	
	




　　　◎事務所に関する事項

	31
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(事務所の別,　　　　　　　)
	
	1.主たる事務所　2.従たる事務所
	 eq \o\ad(事務所コード,　　　　　　　)
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(事業所の名称,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(郵便番号,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	所在地市区町村コード
	
	
	
	
	
	　　　　　　　都道府県　　　　　市郡区　　　　　区町村

	
	
	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(電話番号,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	従事する者の数
	
	
	
	



	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	
	事務所の名称
	
	
	

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
	
	
	



　　　◎政令第2条の2で定める使用人に関する事項

	32
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	1.就退任

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　)
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	2. eq \o\ad(氏名,　　　)

	
	
	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日



	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	 eq \o\ad(


変更前,　　　　　)
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	


（第四面）

	2
	6
	0


　　　　　　受付番号　　　　　　　届出時の免許証番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　）
	
	
	
	
	
	


項番

	30
	
	 eq \o\ad(事務所の別,　　　　　　　)
	
	1.主たる事務所　2.従たる事務所
	 eq \o\ad(事務所コード,　　　　　　　)
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(事務所の名称,　　　　　　　)
	




　　　◎専任の宅地建物取引士に関する事項
	41
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　)
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	

	
	
	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	

	
	
	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　)
	
	年
	
	月
	
	日



	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	変更前
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	
	
	




	41
	
	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	
	
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　)
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	

	
	
	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	

	
	
	
	 eq \o\ad(生年月日,　　　　　)
	
	年
	
	月
	
	日



	 eq \o\ad(変更年月日,　　　　　　　)
	
	
	
	
	年
	
	
	月
	
	
	日
	
	

	変更前
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(フリガナ,　　　　　)
	
	
	

	
	 eq \o\ad(氏名,　　　　　)
	
	
	


（宅地建物取引業者名簿登載事項変更届出書・記載要領）

１　各面共通関係

１　申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

２　「届出時の免許証番号」の欄は、免許権者については、富山県知事の場合にあっては「１６」と、国土交通大臣の場合にあっては「００」と記入すること。

	（記入例）ア
	1
	6
	(1)
	
	
	7
	0
	0
	0
	　［富山県知事 (1) 第7000号の場合］


３　「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

	（記入例）
	R
	
	0
	1
	年
	0
	8
	月
	2
	3
	日
	　
	T
	大正
	H
	平成

	
	［令和元年8月23日の場合］
	
	S
	昭和
	R
	令和


４　「役名コード」の欄は、下表より該当する役名のコードを記入すること。

ア　個人の場合には記入しないこと。

イ　代表取締役が複数存在するときには、そのすべての者について「０１」を記入すること。

ウ　農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には、「０１」を記入すること。

エ　商法第188条第2項第9号の規定に基づき登記された共同代表については、「１０」を記入すること。

	01
	代表取締役（株式会社・有限会社）
	04
	代表社員　　（合名会社）
	07
	理事

	02
	取締役　　（株式会社・有限会社）
	05
	社員　　　　（合名会社）
	08
	監事

	03
	監査役　　（株式会社・有限会社）
	06
	無限責任社員（合名会社）
	09
	その他


５　「登録番号」の欄は、宅地建物取引士である場合にのみ、その登録番号を記入すること。富山県知事の登録を受けている場合には「１６」と登録番号を記入し、又、他府県登録の場合は該当県コード及び登録番号を記入すること。

	（記入例）
	1
	6
	
	
	
	8
	0
	0
	0
	
	
	　［（富山）第8000号の場合］


６　氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に1文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は1文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に1文字分空けて左詰めで記入すること。

７　「所在地市区町村コード」の欄は、下表により該当する市町村のコードを記入すること。
	コード
	市町村名
	コード
	市町村名

	16201
	 eq \o\ad(富山市,　　　　)
	 eq \o\ad(中新川郡,　　　　　　)

	16202
	 eq \o\ad(高岡市,　　　　)
	16321
	 eq \o\ad(舟橋村,　　　　)

	16204
	 eq \o\ad(魚津市,　　　　)
	16322
	 eq \o\ad(上市町,　　　　)

	16205
	 eq \o\ad(氷見市,　　　　)
	16323
	 eq \o\ad(立山町,　　　　)

	16206
	 eq \o\ad(滑川市,　　　　)
	 eq \o\ad(下新川郡,　　　　　　)

	16207
	 eq \o\ad(黒部市,　　　　)
	16342
	 eq \o\ad(入善町,　　　　)

	16208
	 eq \o\ad(砺波市,　　　　)
	16343
	 eq \o\ad(朝日町,　　　　)

	16209
	小矢部市
	
	

	16210
	南 砺 市
	
	

	16211
	射 水 市
	
	


８　「所在地」の欄は、７ により記入した所在地市区町村コードによって表される市町村に続く町名、街区符号、住居番号等、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入すること。

	（記入例）
	新
	総
	曲
	輪
	1
	－
	7
	－
	1
	


２　第一面関係

１　(1)から(6)までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。

２　商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は1文字として扱うこと。また、「商号又は名称」の欄も、上段から左詰めで記入すること。

３　項番12の届出は次の区分に応じ、それぞれの当該区分に定めるところにより作成すること。

ア　代表者に交代があった場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

イ　代表者の氏名に変更があった場合

　　「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

３　第二面関係

　項番21の届出は次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成すること。

ア　代表者以外の役員に交代があった場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

イ　代表者以外の役員に新たな者を追加した場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ　代表者以外の役員を削減した場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ　代表者以外の役員の氏名に変更があった場合

　　「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

４　第三面関係

１　第三面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

２　「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

３　項番30の「事務所の別」及び「事務所の名称」の欄は、その変更の有無にかかわらず、変更前の「事務所の別」及び「事務所の名称」を記入すること。ただし、事務所を新設した場合は、当該事務所の「事務所の別」及び「事務所の名称」を記入すること。

４　項番31の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成すること。

ア　事務所を新設した場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

イ　事務所を廃止した場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

ウ　事務所の名称又は所在地に変更があった場合

　　「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

５　「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入すること。

	（記入例）
	0
	7
	6
	－
	4
	4
	4
	－
	3
	3
	5
	5
	


６　「従事する者の数」の欄は、右詰めで記入すること。

７　項番32の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより、項番30の事務所ごとに作成すること。

ア　政令第2条の2で定める使用人に交代があった場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

イ　事務所の新設に伴い、政令第2条の2で定める使用人を就任させた場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ　事務所の廃止に伴い、政令第2条の2で定める使用人を退任させた場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ　政令第2条の2で定める使用人の氏名に変更があった場合

　　「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

５　第四面関係

１　第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

２　「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

３　項番30の「事務所の別」及び「事務所の名称」の欄は、その変更の有無にかかわらず、変更前の「事務所の別」及び「事務所の名称」を記入すること。ただし、事務所を新設した場合は、当該事務所の「事務所の別」及び「事務所の名称」を記入すること。

４　項番41の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより、項番30の事務所ごとに作成すること。

ア　専任の宅地建物取引士に交代があった場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

イ　専任の宅地建物取引士に新たな者を追加した場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ　専任の宅地建物取引士を削減した場合

　　「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ　専任の宅地建物取引士の氏名に変更があった場合

　　「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

様式第三号の四（第五条の三関係）





北陸地方整備局長
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